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４ 平成19年度やまぐち森林づくり県民税関連事業の実績及び税収実績

(1) 事業実績総括表

平成19年度については、やまぐち森林づくり県民税の税収額を４億21百万円

と見込み、市町徴収取扱費２百万円を除き、平成17年度剰余金４百万円を加え

た４億23百万円を事業費として、公益森林整備事業や竹繁茂防止緊急対策事業

などの県民税関連事業を実施しました。

各種事業の実績は次表のとおりです。また、事業費については、事業実施の

際の端数調整の結果として399,707円の残余となりました。

（事業費の単位；円）

平成19年度事業 ５年間の
区分

予算 決算見込（注） 整備目標

健全で多様な森林づくりの推進（ハード事業）

整備面積 570㌶ 577.49㌶
公益森林整備事業 2,500㌶

事業費 286,000,000 285,996,900

整備面積 68㌶ 73.56㌶

竹繁茂防止緊急対策事業 再生竹除去面積 324.85㌶ 324.85㌶ 300㌶

事業費 96,903,000 96,695,450

整備箇所 ３箇所 ３箇所
やすらぎの森整備事業 15箇所

事業費 30,000,000 29,998,700

魚つき保安林等 整備面積 ２㌶ ２㌶
10㌶

海岸林整備事業 事業費 5,000,000 4,999,550

県民との協働による森林づくりの推進（ソフト事業）

県民との協働による
事業費 5,000,000 4,812,693 －

百年の森づくり推進事業

（残余額）
事業費計 422,903,000 422,503,293

399,707

（注）12月県議会で承認されて正式な決算額となるため、現時点では決算見込額となります。

(2) 平成19年度までの３年間の事業実績

平成19年度までの３年間の公益森林整備事業や竹繁茂防止緊急対策事業など

各種事業の実績は、次表のとおりです。
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（事業費の単位；千円）

平成17年度 ３年間の ５年間の
区分 平成19年度

平成18年度 事業実績 整備目標

健全で多様な森林づくりの推進（ハード事業）

整備面積 684.45㌶ 577.49㌶ 1,261.94㌶
公益森林

2,500㌶
整備事業

事業費 341,899 285,997 627,896

整備面積 324.85㌶ 73.56㌶ 398.41㌶

竹繁茂防止緊急
再生竹除去面積 159.60㌶ 324.85㌶ 484.45㌶ 300㌶

対策事業

事業費 226,318 96,695 323,013

整備箇所 ６箇所 ３箇所 ９箇所
やすらぎの森

15箇所
整備事業

事業費 59,998 29,999 89,997

整備面積 ４㌶ ２㌶ ６㌶
魚つき保安林等

10㌶
海岸林整備事業

事業費 9,997 5,000 14,997

県民との協働による森林づくりの推進（ソフト事業）

県民との協働に
よる百年の森 事業費 12,260 4,813 17,073
づくり推進事業

事業費計 650,472 422,503 1,072,976

（注）四捨五入により内訳と合計が一致しない場合があります。

(3) 税収実績

平成19年度の税収実績は417,461,202円で、市町徴収取扱費を除いた税収（事

業費充当額）は、当初見込額を3,915,842円下回りました。

（単位；円）

予算額 決算見込額（注） 増減
区分

（①） （②） （②－①）

(1) 税収額 421,374,000 417,461,202 △3,912,798

(2) 市町徴収取扱費
2,255,000 2,257,545 2,545

（個人県民税の７㌫）

(3) 平成17年度剰余金 3,784,000 3,783,501 △499

(4)=(1)-(2)+(3)事業費充当額
422,903,000 418,987,158 △3,915,842

（市町徴収取扱費控除後の額）

（注）12月県議会で承認されて正式な決算額となるため、現時点では決算見込額となります。
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(4) 不足額について

平成19年度については、税収減収及び事業実施の際の端数調整の結果として、

当初見込額を3,516,135円下回る結果となりました。

区分 金額（円） 摘要

(1) 税収減収額 △3,915,842

(2) 事業費残余額 399,707

(1)+(2) 不足額 △3,516,135

５ 平成19年度税収不足額等の取り扱い

前述のとおり、平成19年度の森林づくり県民税の税収決算見込額は、平成19

年度の事業費を3,516,135円下回る結果となりましたが、現行の県民税の期間

満了後（平成22年度以降）に納期が到来する税額として約90百万円の税収が確

実に見込まれますので、平成22年度において財源の調整を行うことにしていま

す。
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６ 平成19年度県民税関連事業実施実績

(1) 健全で多様な森林づくりの推進（ハード事業）

公益森林整備事業、竹繁茂防止緊急対策事業など荒廃森林の再生のために実

施を計画しているハード４事業については、いずれも当初計画を達成しました。

① 公益森林整備事業

荒廃したスギやヒノキの人工林を対象に本数率で40㌫以上を伐採し、針葉樹

・広葉樹の混じり合った混交林へ誘導する本事業については、18市町601箇所

で実施し、当初計画を上回る577.49㌶の整備を行いました。

区分 計画 実績 達成率 摘要

整備面積 570㌶ 577.49㌶ 101㌫

事業費 286,000,000円 285,996,900円

（注）事業実績の詳細は資料編p.24～p.25を参照。

実施例１

【概要】 （位置図）

場所 美東町大字綾木字道角

面積 1.51㌶

スギ・ヒノキ36～53年生
施行内容

の強度間伐、林内の整理

（施行前） （施行後）

主要地方道小郡三隅線

綾木小学校

国道435号
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実施例２

【概要】 （位置図）

場所 山口市徳地鯖河内

面積 8.73㌶

スギ・ヒノキ41～52年生
施行内容

の強度間伐、林内の整理

（施行前） （施行後）

実施例３

【概要】 （位置図）

場所 岩国市錦町大野

面積 0.70㌶

ヒノキ39年生の強度間伐、
施行内容

林内の整理

（施行前） （施行後）

中国自動車道

白井岳

城将山

国道187号

至六日市
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② 竹繁茂防止緊急対策事業

水源地や公共施設、住宅地の周辺などにおける繁茂竹林を対象に、繁茂した

竹の全伐と再生竹の除去を行い、自然林への回復を誘導する本事業については、

20市町37箇所で実施し、当初計画を上回る73.56㌶の整備を行いました。

また、平成19年度には、平成17年度及び平成18年度に竹の全伐を行った箇所

（21市町127箇所；324.85㌶）について再生竹の除去を行いました。

区分 計画 実績 達成率 摘要

整備面積 68㌶ 73.56㌶ 108㌫

再生竹除去面積 324.85㌶ 324.85㌶ 100㌫

事業費 96,903,000円 96,695,450円

（注）事業実績の詳細は資料編p.26～p.28を参照。

実施例１

【概要】 （位置図）

場所 下関市豊北町大字神田上

面積 1.57㌶

広葉樹林に侵入した竹の
施行内容

伐採、林内の整理

（施行前） （施行後）

土井ヶ浜

国道191号
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実施例２

【概要】 （位置図）

場所 平生町大字大野北字高田

面積 2.12㌶

広葉樹林に侵入した竹の
施行内容

伐採、林内の整理

（施行前） （施行後）

実施例３

【概要】 （位置図）

場所 萩市川上字佐古

面積 0.65㌶

施行内容 再生竹の除去、林内の整理

（施行前） （施行後）

至柳井市

県道165号

国道262号線

阿武川

主要地方道萩川上線
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③ やすらぎの森整備事業

県民の皆様が身近な場所で森林とふれあい、森林の持つ多面的な機能を理解

していただくための場づくりの整備を行う本事業は、県内３箇所の整備を計画

し、この計画どおり実施しました。

区分 計画 実績 達成率 摘要

整備箇所 ３箇所 ３箇所 100㌫ 柳井市柳井

周南市須々万

事業費 30,000,000円 29,998,700円 下関市菊川町

（注）事業実績の詳細は資料編p.29を参照。

実施例

【概要】 （位置図）

場所 周南市大字須々万

名称 ふれあいの森

景観整備1,000平方㍍

施行内容 遊歩道（ユニバーサル）

140㍍

バリアフリートイレ１棟

（遊歩道） （バリアフリートイレ）

周南森林組合

国道315号

国道376号
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④ 魚つき保安林等海岸林整備事業

松くい虫や台風などの被害により荒廃が著しい魚つき保安林等の海岸林の整

備について、２市町２箇所で実施し、当初計画の２㌶の整備を行いました。

区分 計画 実績 達成率 摘要

整備面積 ２㌶ ２㌶ 100㌫ 長門市西深川小松原（0.50㌶）

事業費 5,000,000円 4,999,550円 阿武町奈古松原（1.50㌶）

（注）事業実績の詳細は資料編p.30を参照。

実施例

【概要】 （位置図）

場所 長門市西深川小松原

面積 0.50㌶

抵抗性きらら松 317本
施行内容

防風垣設置 65㍍

（施行前） （施行後）

深川湾

JR山陰本線

深川川

国道191号
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(2) 県民との協働による森林づくりの推進（ソフト事業）

県民税導入３年目である平成19年度は、税制度の導入目的や内容などについて

県民への一層の周知を図るとともに、具体的な税の使途について理解促進を図る

ため、各種の周知活動に取り組みました。

また、事業の実施に当たっては、県民の皆様のご意見をお聴きしながら進める

ため、事業の進捗に合わせて「やまぐち森林づくり推進協議会」を開催し、ご意

見を反映しながら進めました。

① 周知活動

県民への一層の周知を図るため、「やまぐち森林づくりフェスタ」の開催や

公益森林整備事業や竹繁茂防止緊急対策事業などの事業地を活用したイベント

の開催など各種活動を実施し、制度の導入目的や内容などの周知を行いました。

また、平成19年５月に行われた「県政世論調査」の結果では、森林づくり県

民税の周知率は30.7㌫となっています（調査対象；県内に在住する20歳以上の

男女3,000人、有効回収数；1,666人、回収率；55.5㌫）。

実施例

パネル等を活用した広報活動

◆きらら物産交流フェアでのパネル展示 ◆県庁１階でのパネル展示

（注）周知活動の概要は資料編p.31を参照。
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実施例

やまぐち森林づくりフェスタの開催

１ 開催日時：平成19年10月28日（日曜日） 午前10時から午後３時まで

２ 開催場所：宇部市 常盤公園湖水ホール

３ 来場者数：4,000人（目標：1,000人）

◆吉部小・棯小野緑の少年隊による ◆1,000人の森林づくりメッセージ
森林づくり宣言

◆ヒノキの足湯を体験 ◆チェーンソーカービングの実演

◆竹ポットにフラワーアレンジメント ◆竹細工工房（花器づくり）

（参考）平成17年度やまぐち森林づくりフェスタ；下関市深坂自然の森 来場者数：2,500人、

平成18年度やまぐち森林づくりフェスタ；周南市和田小・中学校グラウンド 来場者数：3,000人
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② やまぐち森林づくり推進協議会の開催

県民税関連事業の実施に当たっては、県民の皆様のご意見を反映させるため、

有識者や公募委員など11名により構成される「やまぐち森林づくり推進協議会」

を事業の導入に併せて設置し、その意見等をお聴きしながら事業を実施してい

ます。

委員の任期は２年で、税導入３年目となる平成19年度においては、事業の進

捗に合わせ、計３回の協議会を開催しました。

（協議会における意見と事業等への反映例）

① 竹繁茂対策については、地域の要望も多く、県民の目にも触れやすく理解されて

いるので、今後とも継続して実施していく必要があるのではないか。

→ 次年度事業計画に竹の全伐の事業量を予算に応じて新たに追加計上。

② 評価システムは具体的な数値で示すほどわかりやすく県民の理解も高まると思う

が、数値で評価できないものもある。どのような考え方で進めるのか。

→ できるだけ数値による評価を行うとともに、数値評価になじまない他の機能に

ついても明示。

③ 事業の効果を県民にわかりやすく示すため、評価システムを検討されているが、

この見せ方が大切である。どのように考えているのか。

→ 評価システムスキームにより県民の皆様にわかりやすくお示しした。

実施例

やまぐち森林づくり推進協議会の開催状況

◆協議の状況 ◆事業評価システムの説明

（注）協議会の概要は資料編p.31～p.32を参照。
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③ モデル林等の活用

公益森林整備事業や竹繁茂防止緊急対策事業の内容や効果を県民の皆様に周

知し、理解していただくために、平成18年度までに公益森林整備事業、竹繁茂

防止緊急対策事業のそれぞれについて県内16箇所（平成17年度；各８箇所、平

成18年度；各８箇所）にモデル林の設置を行っています。

また、やすらぎの森の開設や、モデル林を活用した各種参加行事を行い、昨

年４月から８月末までの間で延べ1,039名、本年４月から５月末までの間で、

延べ685名の参加を得ました。

実施例

モデル林の設置状況

◆公益森林整備事業のモデル林 ◆竹繁茂防止緊急対策事業のモデル林

事業地を活用した取り組み

◆公益森林整備事業地を活用した ◆竹繁茂防止緊急対策事業地での

森林環境学習 タケノコ採り

（注）モデル林の設置箇所は資料編p.32～p.33を参照。
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④ 報道発表など

各種事業の実施時期などに合わせたプレスリリース（計45回）を行い、パブ

リシティを通じた周知にも努めました。新聞報道は延べ45回、テレビでの報道

は延べ25回です。

やまぐち森林づくりフェスタの

様子を伝える新聞報道（平成19

年10月30日）

⑤ 全国の動向

森林環境の保全などを目的とした独自の税の導入は、平成15年度に高知県が

導入して以降、16年度に岡山県が、平成17年度には山口県を含む６県が導入し

ましたが、その後、全国的に取り組みが広がっており、平成19年度までに23県

が導入し、平成20年度には茨城県や福岡県など６県が新たに導入し、現在、全

国で29県が導入しています。

これらの独自課税を活用した事業の内容をみると、全国的な課題である間伐

を推進する事業をはじめ、針広混交林等への誘導を図る事業、県民参加の森林

づくり活動を支援する事業など、それぞれの地域が抱える課題に対応して、森

林整備等を推進するための事業を展開しています。

（注）税導入県の主な事業の内容は資料編p.34～p.35を参照。
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７ 事業の効果

やまぐち森林づくり県民税は、森林整備を目的とする税として、平成16年３

月に公表した「やまぐち森林づくりビジョン」に掲げる「県民との協働による

健全で豊かな森林づくり」を具体化するため、幅広い議論を経て、平成17年４

月から導入された制度です。

また、税の導入に当たっては、すべての県民がその恵沢を享受している水源

のかん養、県土の保全、生活環境の保全、その他の森林の有する多面にわたる

機能が持続的に発揮されることの重要性に鑑み、森林の整備に関する費用に充

てることとされています。

このような制度の導入経緯を踏まえ、事業効果については、①森林の持つ多

面的な機能の持続的な発揮の観点からの評価や、②県民の皆様の理解や参加の

促進の状況を公表し、「やまぐち森林づくり推進協議会」や県議会をはじめと

した幅広い意見をお聴きしながら、今後の取り組みに反映して、県民の皆様の

幅広い理解と参加の下、森林づくりビジョンの目指す本県の健全で豊かな森林

づくりを進めることとしています。

(1) 森林の持つ多面的な機能の回復

① 定点観測の実施

森林の持つ多面的な機能を持続的に発揮させるためには、荒廃した森林が「公

益森林整備事業」や「竹繁茂防止緊急対策事業」によって着実に再生すること

が必要条件であるため、平成17年度のこれらの事業地から調査地を選定し、平

成18年度から森林環境の変化を追跡調査し事業効果の検証を行っています。

ⅰ) 公益森林整備事業

森林の特性に合わせて、８箇所の事業地を選定し、詳細な調査を実施すると

ともに、地域特性を補完するため、８箇所に加えて、24箇所の定点ポイントを

設けて森林の再生状況などについて補助調査を実施しています。

ⅱ) 竹繁茂防止緊急対策事業

流域毎に４箇所の事業地を選定し、再生竹の発生や竹林の枯損、森林の再生
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状況などについて詳細な調査を実施するとともに、４箇所の定点ポイントを設

けて補助調査を実施しています。

実施例

平成17年度事業地から調査地を選定

調査地に設定した調査区（１㍍×10㍍） 植生の回復状況（現況）

（注）調査内容等の詳細は資料編p.36～37を参照。

② 事業効果の評価

これまで事業地の継続的な定点観測と合わせ、森林の持つ多面的な機能の回

復に関する数量的評価や経済的な評価を行うため、「やまぐち森林づくり県民

税関連事業評価システム」を策定し、平成20年３月に公表しました。

その概要は次ページのとおりですが、この評価システムの策定に当たっては、

国や大学等の研究機関の専門家などで構成する「事業評価システム検討委員会」

を設置（注）し、専門的な見地からの意見を踏まえて策定しました。

具体的な評価は、この事業評価システムに基づき、平成20年度の１年間で公

益森林整備事業の実施箇所等について現地調査を行い、人工降雨装置を使用し

た雨水流出量や土砂流出量の測定を行うとともに、この調査結果を基に、荒廃

森林を整備することにより期待される機能の回復を数量的に評価し、数量的評

価で得られた数値などを貨幣換算して経済的な評価を行うこととしています。

また、森林づくり県民税関連事業の実施による経済波及効果についても精査
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することとしています。

この評価システムによる調査結果は、森林づくり県民税の見直し年度となる

平成21年度での検証資料とすべく、平成21年５月に「やまぐち森林づくり県民

税関連事業評価報告書」として公表することとしていますが、このような取り

組みは本県と同様の森林環境の保全などを目的とする独自の税を導入している

県の中で、はじめて実施するものです。

やまぐち森林づくり県民税関連事業評価システムの概要

１ 評価項目

① 森林の持つ多面的な機能の回復に関する数量的な評価
② 森林の持つ多面的な機能の回復に関する経済的な評価
③ 森林づくり県民税関連事業の実施による経済波及効果

２ 「数量的評価」及び「経済的な評価」が可能な機能に関する評価手法

機能の区分 評価数値 数量的評価の手法 経済的な評価の手法

水資源 水資源 「林野公共事業にお

貯留 貯留量 事業施行地の浸透能を調査することで評価が ける事前評価マニュ
水 源 できるため、人工降雨装置を使用した現地調 アル」を基本とする

水質 水資源 査と気象庁のアメダスデータにより評価。 ものの、現地調査等

か ん 浄化 貯留率 から得られる施行地
の数値や山口県のデ

養 事業施行地の浸透能から時間当たりの降雨量 ータを代替し、より

洪水 ピーク に対する流水量が算出できるため、人工降雨 実態に即した評価額
緩和 流量 装置を使用した現地調査で計測した浸透能と を算出。

河川計画等で使用する降雨強度式により評価。

土 壌 表面 総土砂 人工降雨装置を使用した現地調査により流出

侵食 する表面土砂量の把握が可能。この現地調査

保 全 防止 流出量 の実測値と気象庁が公表しているアメダスデ
ータから年間の土砂流出量を算出し評価。

事業施行地が京都議定書における森林吸収源 海外の排出量取引市
地 球 二酸化 二酸化 のカウント対象となるため、京都議定書のル 場の平均取引価格を

環 境 炭素 炭素 ールに基づき山口県林分材積表から樹種・齢 単価として、評価額
保 全 吸収 吸収量 級別の吸収量を算出し事業面積を乗じること を算出。

により評価。

３ 「経済的な評価」が可能な機能に関する評価手法

機能の区分 評価数値 経済的な評価の手法

表層崩壊防止 県内崩壊率 「林野公共事業における事前評価マニュア
土 砂
災 害 飛砂防止 事業箇所の平均樹高 ル」を基本として、山口県のデータを代替
防 止

防風 事業箇所の平均樹高 し評価額を算出。
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４ 現地調査箇所
公益森林整備事業（16箇所） 竹繁茂防止緊急対策事業（８箇所）

５ 調査スケジュール

時期 内容 備考

平成20 ４月～11月 現地調査 人工降雨調査、植生回復状況調査

年度 12月～３月 データ分析・検証 大学・試験研究機関等との連携

平成21 事業評価報告書
４月～ ５月 数量的評価、経済的な評価、経済波及効果

年度 とりまとめ・公表

（注）委員会の概要は資料編p.37～p.38を参照。

(2) 県民参加の下に行う豊かな森林づくり

健全で豊かな森林づくりは全県的かつ長期的な取り組みが不可欠であり、こ

のためには県民の皆様の理解と参加が重要です。

このため、県民税導入３年目である平成19年度においては、税制度の導入目

的や内容などについて県民の皆様への一層の周知を図るとともに、具体的な税

の使途について理解促進を図るため、森林づくりフェスタの開催や県内各地で

の周知イベントの実施など各種の周知活動に取り組みました。

平成19年５月に行われた「県政世論調査」の結果では、森林づくり県民税の

周知率は30.7㌫であり、県民の約３人に１人の割合で周知が図られていること

が推測されます。

今後とも、「県政世論調査」を継続して実施し、定期的な周知度の把握に努

めるとともに、周知活動に反映することとしています。
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県政世論調査の結果

１ 調査概要

(1) 調査地域…山口県全域

(2) 調査対象…県内に在住する20歳以上の

男女3,000人

(3) 調査時期…平成19年５月23日～６月13日

(4) 回 収 数…有効回収数（率）

1,666人（55.5㌫）

２ 「知っている」と回答した人の内訳

(1) 男女別…男性；36.3㌫、女性；27.0㌫

(2) 年代別…20代；11.9㌫、30代；18.3㌫、

40代；25.2㌫、50代；29.7㌫、60歳以上；39.5㌫

(3) 職業別…農林漁業；43.3㌫、商工サービス・自由業；32.2㌫、

管理職・事務職・専門技術職；29.2㌫、技能職・労務職；25.3㌫、

主婦；27.6㌫、学生・その他の無職；38.1㌫

(4) 広域生活圏別

…岩国地域；26.2㌫、柳井地域；34.3㌫、周南地域；33.5㌫、

山口・防府地域；35.8㌫、宇部・小野田地域；32.6㌫、

下関地域；19.8㌫、長門地域；37.0㌫、萩地域；42.7㌫

（注）県政世論調査の詳細は資料編p.39を参照。

(3) 経済波及効果等

平成19年度森林づくり県民税関連事業の実施による経済波及や雇用の効果の

推計は次表のとおりであり、森林づくりを担う中山間地域の活性化に寄与して

います。

区分 効果 摘要

経済波及効果 6.1億円 山口県産業連関表により試算

雇用効果 延べ23,000人・日

今後においては、引き続き、このような経済波及効果等の発揮とともに、や

すらぎの森やモデル林などを活用したイベントの開催などにより、交流人口の

拡大にも取り組むことで、中山間地域の活性化への寄与が期待されます。

やまぐち森林づくり県民税の周知率

5.2%

30.7%

64.1%

知っている 知らない 無回答


